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紙幣は新型コロナウイルスの感染源と言われていますが、ベトナムでは感染リスクを軽減する意

味でもキャッシュレス化の推進が期待されています。ベトナムではキャッシュレス決済を 2006 年

に開始し、2008 年からは電⼦決済が導入されました。その結果、ベトナムのキャッシュレス決済

は、東南アジアでは先進国とされるシンガポールやマレーシアの先を進んでいます。 

とは言え、課題も多いのでベ

トナム情報通信省を中⼼に

各種の政策を推し進めてい

ます。ベトナムでは、世帯当

たりの携帯電話加入者が

100%を超える一方、クレジ

ットカードの利用率はまだ低

く、特に 10 万ドン（約

460 円）未満の取引の約

99%は現⾦決済となってい

ます。しかし最近、ベトナムでは東南アジア諸国と⽐べて店舗でモバイル決済を⾏う⼈が増えて

いて、大手調査会社の消費者調査によると、その割合は 2018 年の 37%から 2019 年には

61%に急増しました。政府計画では 2020 年末までに現⾦決済の割合を 10%未満に抑

え、スーパーマーケットなどでは 100%（カード受入機器の設置率）を、都市部の個⼈店など
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では 50%を、キャッシュレス決済とすることを目標にしています。さらに、水道代、電気代、通信

費といった公共料⾦の⽀払いの 70%を非現⾦決済に移⾏させるとしています。また政府の承

認が得られれば、2020 年央には、大手通信プロバイダーのベトテルとビナフォンの 2 社がモバイ

ルマネーサービスを開始する予定です。 

一方で、⽇本のキャッシュ

レス決済は現在約 20%

です。中国の 60%、アメ

リカの 46%と⽐べて大幅

に遅れています。その背

景としては、中国で偽札

や不正取引が後を絶た

ないのに対し、⽇本では

現⾦への信頼性が高い

ことが挙げられます。偽札

がほぼ存在しないことに加え、盗難の少なさ、クレジットカード加盟店の手数料が高いこと、ATM

の利便性の高さ、などが要因であると言われています。 

⽇本政府は、少⼦高齢化や労働者不⾜の対応策としてキャッシュレス決済の⽐率を 2025 年

までに現状の 2 倍となる 40%に引き上げる目標を掲げています。 

以上
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